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第１ はじめに  

  庄原市議会の議員定数は、平成 17 年３月の合併当初の 33 名から平成 21 年４月に

は 25名、更に平成 25年４月の改選時に５名を減員し、現在の定数 20名となった。 

議員報酬は、平成 17 年３月の合併時から見直されておらず、現在の報酬額は旧庄

原市の平成７年 10月の額から据え置かれたままであり、平成 24年を最後に見直しに

向けた議論はなされていなかった。令和３年７月７日付け議長諮問に対する令和３年

11月 22日付け議会運営委員会の答申では、人口減少が進んでいることなどから議員

定数及び議員報酬について議論が必要で、市民を巻き込んで議論をすべきであり、特

別委員会を設置して議論されたいとあった。 

このような状況の中、議長からの諮問を受け、令和４年６月定例会において「議員

定数及び議員報酬調査特別委員会」（以下「特別委員会」という。）を設置した。 

地方分権の推進により地方自治体の果たすべき役割、議員の果たすべき役割は一層

重要なものとなっている一方、議員のなり手不足が問題視されている。また、昨今の

物価上昇をはじめ、国際情勢を起因とした不安定な経済状況のもとで、本市の財政状

況や市民の生活を取り巻く環境は、決して楽観視ができるものではない。 

人口減少を始めとし社会構造が大きく変化する中、現在の議員定数 20 名が適当で

あるのか、あるいは報酬についても現在の報酬額が適当であるのか、定数増減および

報酬額増減を前提とせずに慎重に議論を行ったところである。  

  

第２ 特別委員会 

〇名  称  議員定数及び議員報酬調査特別委員会 

〇設 置 日  令和４年６月８日 

○設置期間  本件の終了の報告を行うまで 

○付託事項  議員定数、議員報酬に関する調査 

○選出方法  会派代表者会議により決定 

         

 

 

 

 

  ○委員 

   委 員 長       政野 太  （里山みらい会議） 

  副委員長       桂藤 和夫 （無所属） 

  委  員       堀井 秀昭 （結） 

福山 権二 （市民の会） 

藤木 百合子（日本共産党） 

國利 知史 （地域政党きずな庄原議員団） 

松本 みのり（無所属） 

  委員外議員（副議長） 横路 政之（令和４年６月～令和５年４月）、坂本 義明（令和５年５月～） 

 ○根拠規程  地方自治法第 109条及び庄原市議会委員会条例第６条 

○議長    近藤 久子（令和４年６月～令和５年４月）、林 高正（令和５年５月～） 

・会派構成員３人につき１人の割合で各会派から少なくとも１

人は選出する。 

・会派に所属しない議員についても、３人につき１人の割合で選

出する。 
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第３ 特別委員会の開催状況と審議の経過（中間報告まで） 

回次 開催日 審議の内容 

第１回 令和４年６月８日 

正副委員長の互選（委員長：政野太議員、副委員長：桂藤

和夫議員）、副議長の委員外議員としての参加について審議

され、了承された。 

第２回 令和４年７月８日 

今後の調査方法やスケジュールについて委員間で協議し、

まず議員定数について調査検討を進め、次いで議員報酬につ

いて調査検討を行うことを決定。また、各会派で定数に関す

る議論の視点を確認し、次回特別委員会で共有することとし

た。 

その他、市民の意見聴取の方法について協議を開始した。 

（配布資料） 

資料１ 平成 25年第２回庄原市議会定例会 議会改革 

特別委員会報告書 

資料２ 議員報酬・政務活動費の充実に向けた論点と手続き

（令和４年２月） 

資料３ 市議会議員定数に関する調査結果（令和４年６月）

全国市議会議長会 

資料４ 市議会議員報酬に関する調査結果（令和４年６月）

全国市議会議長会 

第３回 令和４年７月 29日 

調査スケジュールの再確認。 

会派から、定数に関する議論の視点について確認した結果

を報告。 

（配布資料） 

資料１ 特別委員会スケジュール（案） 

第４回 令和４年８月 22日 

 議員定数に関する調査方法や視点を協議。 

（配布資料） 

資料１ 全国の類似自治体（人口、面積）の議員定数、 

議員報酬等一覧 

資料２ 広島県内の全地方議員アンケートの主な質問 

と回答（中国新聞社実施） 

第５回 令和４年 10月 24日 

各議員の活動状況を把握し、今後の議論の参考とす 

るため議員アンケート実施について協議。 

無記名によりアンケートを実施し、結果は公表する 

ことを決定した。 

（配布資料） 

資料１ 議員活動に関するアンケート（案） 

資料２ 議員定数及び議員報酬調査特別委員会の設置につ

いて（市民と語る会資料） 



第３ 特別委員会の開催状況と審議の経過（中間報告まで） 

3 

 

第６回 令和４年 12 月 23 日 

議員アンケートの内容について協議、決定。次回、

市民アンケート案を提示することとした。 

（配布資料） 

資料１ 議員活動などに関するアンケート（案）  

第７回 令和５年３月２日 

議員アンケートの結果を報告。市民アンケートの対 

象者、実施時期、質問事項について協議、決定。 

・対 象 者 庄原市に住所を有する 18 歳以上の市民 

・対象者数 無作為に抽出した 1,400 名 

・調査期間 令和５年３月下旬  

（配布資料） 

資料１  議員活動などに関するアンケート調査集計

結果 

資料２ 庄原市議会に関する市民アンケート  

第８回 令和５年５月 29 日 

市民アンケートの結果を報告。次回特別委員会まで

に各会派で市民アンケートの結果について議論を深

めることを申し合わせた。 

（配布資料） 

資料１  庄原市議会に関する市民アンケート調査集

計結果 

第９回 令和５年６月 30 日 

 市民アンケートの結果をもとに、現時点での議員定

数に対する考えを聞いた。各委員からの様々な意見が

出されたが、「常任委員会の構成」「人口（密度）」「面

積」「財政状況」の４つの視点から定数についての議論

を進めていくことを決定した。 

（配布資料） 

資料１  庄原市議会に関する市民アンケート調査集

計結果（最終） 

第 10 回 令和５年７月７日 

議員定数について、「人口（密度）」、「面積」の２つ

の視点から各委員の意見を聞いた。 

【委員の主な意見】 

・これ以上減らすと、議員のいない地区が増え、目

がとどかなくなる（現状維持）。 

・委員会活性化が目的ならば、人口と面積では判断

が難しい。 

・面積は議員定数に関する議論では考慮しない。市

内であれば、車で１時間程度で行くことができ

る。 

・人口が３万人前後の自治体の議員定数は 16～18 人 

・同じ人口でも面積が半分ならば定数を減らすこと

ができると思うが、１市６町が合併し旧町時代の

仕組みが残っている。政策も考えないといけない

ので、定数増でも・・・。 

・庄原市は森林面積の占める割合が大きい。可住地

面積で他市と比較すると、定数は少なくはない。 
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・山間部地域を考える必要があるのでは（民家が点

在している）。  

・人口の将来推計を見越しての議論が必要ではない

か。 

・定数を５人減らした平成２５年と比較し、人口は 

7,000 人程度減少している。これに比例し定数も減

らすべき。人口は定数を考えるための一つの大きな

要因である。 

・人口は減っても、市の課題は減ってはいないのでは。 

（配布資料） 

資料１ 市民アンケート調査結果クロス集計表  

第 11 回 令和５年７月 19 日 

議員定数について、「委員会」、「財政」の２つの視点 

から各委員の意見を聞いた。 

委員会の構成人数については、５～８人が望ましい 

との結論に至った。その他、歳出規模を比較してはど

うかとの意見があり、次回特別委員会で協議すること

とした。また、議会基本条例を主体に考えていくこと

が大切ではないとの意見も出され、併せて次回特別委

員会で協議することとした。 

【委員の主な意見】 

・市民アンケートでは財政状況と答えた割合が多い

が、難しい議論だ。 

・歳出のチェックが議員の責務。標準財政規模ではな  

く歳出規模を比較してはどうか（予算が多い→チェ

ック事項が多いのでは）。 

・庄原市は歳出規模も大きいので、一人が複数の常

任委員会に所属することは好ましくない。一つの

常任委員会の人数は、５～７人が適当ではない

か。 

・前回（平成 25 年）、委員会活動活性化のため、一  

つの常任委員会には最低６人が必要との結論に至

っている。現在の３常任体制は維持するべきで変え

る必要はない。 

・10 年前にかなり議論をした。７人±１人でという主  

張があった。委員間で討論ができる人数を確保しよ

うということになった。 
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第 12 回 令和５年８月３日 

議員定数について、「歳出規模」、「財政」の２つの

視点から各委員の意見を聞いたほか、庄原市議会基

本条例に当てはめ検討を行った。結果、財政面から

議員定数の増減についての在り方を導き出すこと

は難しいとの結論に至った。 

【委員の主な意見】 

・類似自治体と比較し、庄原市の財政規模が大きい

ことは多くの事業を行っているということ。その

予算を承認し決算を認定する立場から言えば、議

員定数が少なくてはできないという感じがする。 

・予算執行の監視という議会の大事な役目から考え

れば、類似自治体や近隣市と比べて特に違和感な

い。 

・議員定数と財政は何のリンクもないし関係もない

のでは。 

（配布資料） 

資料１ 第 10 回、第 11 回の特別委員会の記録 

資料２ 近隣、類似自治体の決算額等一覧  

第 13 回 令和５年８月 18 日 

近隣、類似自治体の議員定数の推移について検証し

た。庄原市は平成 25 年に一度に５人の定数減を実現

していること、他自治体は 10 年をかけて段階的に定

数減を行っていることなどを確認した。 

委員からは、各自治体それぞれの特性や地理的な条

件もあり、人口から適正な議員定数を導き出すのは困

難ではないか、10 年で庄原市の人口が 7,000 人あまり

減少していることを看過することはできない、といっ

た意見が出された。 

（配布資料） 

資料１ 議員定数に関するこれまでの議論について  

資料２ 近隣、類似自治体の議員定数の推移  

第 14 回 令和５年８月 31 日 

市民アンケートの結果をもとに、各委員で定数につ

いて活発な意見交換が行われた。委員からは、市民の

代弁者としての議員の責務を果たしていくためには

何人が最適な議員定数であるかという根拠を示して

市民の皆さんの理解を得ることが必要である、といっ

た意見が出された。 

（配布資料） 

資料１ 議員定数に関するこれまでの議論について  

第 15 回 令和５年９月 26 日 

 これまでの議論のまとめを事務局から報告。その

後、主に常任委員会の構成人数という視点から、各委

員で意見が交わされた。また、市民と語る会（共通テ

ーマ：議員定数及び議員報酬に係る市民アンケート結

果と議会の役割について）で、参加者からの意見も聞

いたうえで結論を出す準備を始めることを申し合わ

せた。 
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（配布資料） 

資料１ 庄原市議会議員定数の検討について（案）  

第 16 回 令和５年 11 月 29 日 

 市民と語る会で出された意見を各委員が報告。 

 議員報酬について協議が始まり、定数と同様にどの

ような視点から検討すべきか意見が交わされた。その

結果、「原価方式」を用いて報酬額を算定してはどうか

との提案が採用され、調査・検討を進めていくことと

した。参考人の選任の議論が始まる。  

（配布資料） 

資料１ 県内市、類似自治体の議員報酬にかかる資

料（令和３年度決算） 

第 17 回 令和５年 12 月 13 日 

議員報酬の協議に先立ち、事務局から原価方式につ 

いて説明。参考人からの議員定数及び議員報酬の意見

聴取は書面により行うことを決定し、参考人候補者を

選出した。 

（配布資料） 

資料１ 原価（積算）方式とは  

資料２ 参考人・公聴会制度について  

資料３ 特別委員会スケジュール（案）  

第 18 回 令和５年 12 月 26 日 

事務局から、各議員の令和４年中の議会活動およ

び議員活動日数をもとに、原価方式に当てはめた場

合の議員報酬試算額を提示。なお、議員活動時間に

ついては、各議員に原価方式の説明などをしたうえ

で再度調査を実施することとした。 

（配布資料） 

資料１ 令和４年庄原市議会会議等の開催日数、議

員別活動日数 

資料２ 議員アンケート実績に基づく議員活動日数

と報酬試算額①② 

資料３ 庄原市特別職報酬等審議会における答申状

況 

第 19 回 令和６年１月 16 日 

事務局から、議員活動時間調査表（案）を提示。 

１月 20 日開催の議員全員協議会で、各議員へ調査

依頼を行うことを決定した。また参考人として、21 名

の方から意見聴取の承諾を得たことを報告。 

（配布資料） 

資料１ 議員活動時間の調査について  

資料２ 参考人名簿 

第 20 回 令和６年１月 22 日 

議員定数についてこれまでの議論をもとに整理。協 

議の結果、定数 18 名、19 名、20 名の３案から最終的

な結論を出すことを決定した。 

【委員の主な意見】 

・３常任委員会を構成するためには、20 名の定数を維

持するべき。 

・１常任委員会６名の構成、３常任委員会で 18 名に議

長を加えた 19 名が良いのではないか。  
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・この 10 年で人口が 7,000 人減少したことは無視で

きない。人口減少に定数を比例することは極端かもし

れないが、２名減の 18 名が同意を得られる人数では。 

第 21 回 令和６年１月 26 日 

 議員定数については、定数 18 名、19 名、20 名の３

案を、議員報酬については議員活動時間調査の結果を

もとに、原価方式から算定した金額をそれぞれ参考人

に示し、意見を聴取することを決定した。 

（配布資料） 

資料１ 報告書 

資料２ 議員報酬検討資料  

資料３ 特別委員会全体スケジュール（案）  

第 22 回 令和６年２月 20 日 

 参考人へ送付する資料の内容を確認。一部表記を

修正し、意見聴取を依頼することを決定した。  

（配布資料） 

資料１ 参考人への依頼文書  

資料２ 参考人資料１－１（議員定数の考え方）  

資料３ 参考人資料１－２  

資料４ 参考人資料２－１（議員報酬の考え方）  

資料５ 参考人資料２－２  

第 23 回 令和６年４月 18 日 

 参考人から出された意見をもとに、定数と報酬に

ついて各委員がそれぞれの意見を述べた。次回の委

員会で、特別委員会としての結論を出すことを決定

した。 

（配布資料） 

資料１ 参考人意見聴取結果  

資料２ 参考人意見一覧（定数）  

    参考人意見一覧（報酬）  

第 24 回 令和６年４月 25 日 

 各委員が２年間の審議を踏まえたうえでの意見を

改めて述べた後、定数について挙手による表決を行

った。採決の結果、19 名とする委員が３名、20 名と

する委員が３名の同数となり、委員長裁決により 19

名と決した。 
 報酬については具体的な金額は示さず、増額が望
ましいとの意見を付して、報酬等特別審議会の開催
を依頼することとした。 

第 25 回 令和６年５月 23 日 

 特別委員会の中間報告書の内容を確認した。  
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第４ 市議会に関する市民アンケートの結果 

 議員定数及び議員報酬について調査を進めるにあたり、市民の意見を参考に

するべきとの意見から下記のとおりアンケート調査を実施し、調査結果は議員

定数及び議員報酬の検討の視点や議会活動等に活用した。 

【調査方法、回答率】 

  ①対 象 者    市内に住所を有する18歳以上の市民 
②対象者数    対象者の中から無作為に抽出した1,400名 
③調査期間    令和５年３月27日～４月17日 
④配布・回答方法 郵送による 
⑤回答者数    505名 
⑥回 答 率    36.07％ 

  ⑦集計について  ・割合（％）は、小数点第３位で四捨五入した。  
          ・設問では、１つのみ回答するものと複数回答するも  

のがあるため回答数の合計が回答者数に合致しない 
場合がある。 

         ・１つのみ回答する設問で複数回答されていた場合は、 
無効とした。 

・自由記載の回答は、本報告書では割愛した。自由記  
載を含む回答結果は、本市議会のホームページに掲 
載している。 

【回答結果】 

 議員定数及び議員報酬に直接関連するアンケート結果では、以下のとおり関心度や期待度

また、議員定数や議員報酬に関する具体的な質問では、何を基準にすべきであるかなどの意

見が得られた。 

 ・市議会の関心度では、関心がある18％、関心が少しある52％を合わせると70％の方が関

心があると回答された。  

 ・議会だよりを読んだことがある方は75％いる一方で、傍聴やYouTubeなど映像を見たこ

とがない方が72％であった。  

 ・市民の方が知っている議員活動は、地域行事の参加36％、一般質問の準備に付随する用

務14％、会派活動11％であった。 

 ・市民の声が議会活動に反映されていると思うかでは、よく反映されている１％、ある程

度反映されている33％に対し、あまり反映されていない44％、全く反映されていない

15％と反映されていないとした方が多かった。 

 ・議員や議会に何を期待するかでは、地域の声を聞いてほしい29％、市民生活で困ってい

ることについて聞いてほしい26％、政策提言を行う26％であり、広聴活動への期待が多

かった。   

 ・議員定数を考える基準は、人口41％、財政状況22％、他市との比較6％、面積4％であっ

た。 

 ・議員報酬を考える基準は、財政状況48％、市役所職員の給与を基準とする14％、他市と

の比較９％であった。 
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問８ あなたは、議員や市議会に何を期待しますか（複数回答可）。 

 

  

 

問９ 庄原市議会の議員定数は、平成２５年に２５人から２０人に削減、議員報酬は平成１

７年の市町合併以降、一度も変更されていません。 あなたはこのことをご存じでした

か。 

 

 

 

 

 

回答 回答数 

①市や市民の利益になるように

政策の提言を行う 
251 

②地域の声を聞いてほしい 276 

③市民生活で困っていることに

ついて聞いてほしい 
251 

④市政のチェック 101 

⑤その他 55 

無回答 15 

合計 949 

回答 回答数 

①定数の削減も報酬が変更され

ていないことも知っていた 
66 

②定数が削減されたことは知っ

ていた 
161 

③報酬が変更されていないこと

は知っていた 
4 

④定数の削減も報酬が変更され

ていないことも知らなかった 
253 

無回答 4 

無効 17 

合計 505 
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問10 市議会議員の定数は何を基準に決めるべきだと思いますか。 

 

 

 

問11 議員報酬の決め方には基準はありません（それぞれの自治体が独自に定めていま

す）。あなたはどのような基準にもとづき決めるべきだと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

回答 回答数 

①人口 209 

②面積 20 

③財政状況 111 

④他市との比較 28 

⑤わからない 88 

無回答 7 

無効 42 

合計 505 

回答 回答数 

①市役所職員の給与を基

準とする 
73 

②他市との比較 45 

③財政状況 243 

④わからない 72 

⑤その他 29 

無回答 10 

無効 33 

合計 505 
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第５ 庄原市議会議員活動などに関するアンケート調査 

特別委員会で定数と報酬にかかる議論の参考とするため、各議員の考えについて無記名で

のアンケート調査を実施した。（自由意見等は記載を一部省略） 
 

【調査方法、回答率】 

調査対象者  庄原市議会議員全員（20名） 

調査期間   令和５年１月20日～２月６日 

 

【回答内容】 

問１  本会議や委員会への出席のほかに、あなたご自身が行っている議員活動とその活動 

時間（1か月の平均）を教えてください。 

 

回答項目 回答人数 平均時間数 最高時間数 最小時間数 

消防議員などの議会選出

の公職としての用務 
10 11.7 60 １ 

一般質問の準備など議会

活動に付随する用務 
19 29.7 80 １ 

地域の行事 19 12.9 30 １ 

政務調査活動 19 31.7 100 １ 

会派活動 15 17.7 100 ２ 

その他※ 11 50.8 100 ３ 

  ※その他・・・会合やイベントへの出席、オープンスペースの開設、地域活動を通して

の住民との交流や意見交換 

 

問３  あなたご自身の議員活動を市民に知ってもらうために、どのようなことを行ってい 

ますか（複数回答可） 

 

回答項目 回答人数 

個別訪問 12 

活動報告などをまとめた紙面の配布 11 

活動報告会 ９ 

インターネット、ＳＮＳの活用 ９ 

街頭での演説 ８ 

その他 ３ 

      ※その他・・・会合やイベントの出席、オープンスペースの開設 

             地域活動を通しての住民交流や意見交換 
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問８  現在の議員定数は20人ですが、この定数についてどう思いますか。 

 

回答項目 回答人数 

①適当 15 

②多い ５ 

③少ない ０ 

 

問９  問８で②～③を選ばれた方にお尋ねします。具体的な議員定数は何人だと思い 

ますか。 

 

具体的な議員定数 回答人数 

14～16人 １ 

16人 １ 

18人 ３ 

 

【回答の理由（自由記載）】 

 ・議長を除いて奇数。１常任委員会７名程度。 

・定数割れ、類似団体との比較、議員の平均年齢などの視点から。 

 ・議員報酬を上げるべきと考えるので、市民の理解を得るためにも定数削減は必要。 

 ・18名でも議員活動等は可能と感じる。 

  

問10  議員報酬の月額32万５千円についてどう思いますか。 

 

回答項目 回答人数 

①適当 ７ 

②多い ０ 

③少ない 13 

 

【回答の理由（自由記載）】 

・民間の給与ベースから考えると適当ではないか。 

・市民感情を考えれば変更する必要はない。 

 ・専業として議員活動をするには少ない。 

 ・子育て中の議員は養育費が捻出できない。 

・ガソリン代、交際費、研修費が想像以上に必要であるため。 

・若い人に立候補して欲しいのでもっと上げるべき。 

・所得税を控除された実質手取り額から国民健康保険税などの必要経費を差引くと決して

多い額ではない。退職金も失業保険も無いこと、４年に１度の選挙があることなどを考

えても、報酬は決して高いとは言えないと感じる。議員活動としての燃料代などの経費

も自身の報酬から出さなければならないこともあり、今後現役世代からの立候補者が出

にくいと感じる。また昨今の物価上昇などの視点を入れても、報酬増を検討すべきであ

る。 
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問11  問10で②～③を選ばれた方にお尋ねします。あなたが思う議員報酬の支給額と 

その理由をお書きください。 

議員報酬額 回答人数 

350,000～360,000 １ 

370,000 ２ 

380,000 １ 

400,000 ４ 

400,000～450,000 １ 

420,000 １ 

450,000 １ 

500,000 １ 

800,000 １ 

 

【回答の理由（自由記載）】 

 ・三次市、大竹市と同レベルに。庄原市は広大な面積を有し議員活動の範囲も当然 

広くなる。 

・近隣市町や同規模の市町と比較、検討して決定するべき。 

 ・兼業をせずに、議員活動が中心となるようにするため。 
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第６ 議員定数の審議 

１．本市の議員定数の推移 

   庄原市議会の議員定数は、平成 17年３月の合併当初（第 1期）は合併特例を適用した

７つの選挙区から選出された 33名であった。 

平成 21年４月（第２期）からの議員定数は市内全域を選挙区とし 25名、更に平成 25

年４月（第３期）の改選時から５名を減員し、現在（第５期）まで 20名である。 

 

２．調査視点の絞り込み 

   議員定数を調査する視点は、市民アンケートの結果、類似自治体・近隣自治体の状況

及び議会基本条例の原則から、議員定数に影響があるといわれる４項目を選定した。 

  

視 点  議会の活動原則 具体的な活動 

１、人口及び人口密度 

 第２条第２項 

(多様な意見をもとに

…) 

市民と語る会の充実 

議会広報活動の充実 

２、面積 

 第２条第２項 

(多様な意見をもとに

…) 

議会広報活動の充実 

議会広報活動の充実 

市民と語る会の充実 

３、市の財政状況 

 第２条第２項 

(多様な意見をもとに

…) 

議会広報活動の充実 

市民と語る会の充実 

４、常任委員会構成 

 第２条第１項、第３項 

（監視し評価、情報公

開・説明責任） 

常任委員会、議会運営の

活性化 

市民と語る会の充実 

議会広報活動の充実 

 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※【議会の活動原則（議会基本条例）】 

第２条 議会は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。  

(１)公正性、透明性及び信頼性を重視して、市長等執行機関の市政運営状況を監視し、評価すること。 

(２)市民の多様な意見をもとに政策立案及び政策提案の強化に努めること。 

(３)情報公開に取り組むとともに、議決又は議会運営についての意思決定若しくは政策決定をしたときは、

市民に対して説明責任を果たすこと。 

(４)議会内での申合せ事項は、不断に見直しを行うこと。 

(５)市民の傍聴の意欲を高める議会運営を行うこと。 

関連 
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３．４つの視点による特別委員会委員の意見 

(１)人口及び人口密度からみる議員定数                

   ・類似自治体（人口５万人未満かつ面積 600 ㎢以上）の議員定数は平均 18 人である。  

⇒全国の類似団体および近隣自治体の 60自治体を比較した。類似自治体資料(34～36頁) 

   ・定数を５名減にした平成 25年度(2013年度)から 10年で人口は約 7,000人減少して

いる。これに比例して議員数の削減も検討すべきではないか。 

    ⇒実数をもとに実態の共通認識をはかった。 

 

・人口は減っても、市の課題は減っていない。逆に課題は増えている。 

    ⇒実態の共通認識をはかった。 

  

・面積の視点は大事だが、人口密度は関係ないのではないか。 

    ⇒近隣自治体の人口密度と、議員定数の関係性について共通認識をはかった。 

 

・庄原市は平成 25年度に一度に５名の定数減を実現させている。他自治体は、10年か

けて段階的に定数減を行っている事も勘案すべきである。 

 

・人口が３万人を切るまでは、現行人数を維持すべきである 

 

【近隣各市の議員定数の推移】 

年度 Ｈ17年度 Ｈ21年度 Ｈ25年度 Ｈ29年度 Ｒ３年度 Ｒ７年度 

庄原市 33人 25人 20人 20人 20人 ― 

年度 Ｈ16年度 Ｈ20年度 Ｈ24年度 Ｈ28年度 Ｒ２年度 Ｒ６年度 

三次市 38人 26人 26人 24人 24人 22人 

年度 Ｈ16年度 Ｈ20年度 Ｈ24年度 Ｈ28年度 Ｒ２年度 Ｒ６年度 

安芸高田市 73人→22人 20人 18人 18人 16人 16人 

年度 Ｈ16年度 Ｈ18年度 Ｈ22年度 Ｈ26年度 Ｈ30年度 Ｒ４年度 

府中市 32人 →24人 22人 20人 20人 19人 

   合併時は安芸高田市・府中市が在任特例、三次市・庄原市が定数特例を適用 

 

(２)面積からみる議員定数 

・定数減にすれば議員不在の地域が増える。 

⇒幅広い市民意見の聴取が困難になる。 

  

 ・本市の面積は近畿以西で一番広いので他自治体との比較は難しい。      

 

・本市は森林面積が占める割合が多い。可住地面積での比較も必要なのではないか。 

  ⇒近隣自治体の可住地面積と人口の関係性について共通認識をはかった。 

   

・民家が点在している山間部地域への考慮も必要ではないか。 

    ⇒意見として、前項と同様に共通認識をはかった。 
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(３)財政状況からみる議員定数 

  ・近隣自治体および類似自治体における歳出規模の比較をしてはどうか。 

⇒７自治体の歳出規模をもとに各自治体の議員定数を、さらには庄原市の平成 25年

から 10 年間の歳出規模（約 300 億円で現在まで推移）について比較を行った結

果、年によっての差異はあるものの、歳出のチェックが議員の大切な責務である

ことを鑑み、その歳出規模からみても 1 人の議員が複数常任委員会を兼務する事

は好ましくはないと結論づけた。  

    ⇒庄原市の 10年間の歳出規模の推移を比較しても、財政面から現在の議員定数の増 

減についての在り方を導きだす事は難しいと結論づけた。         

 

(４)常任委員会構成からみる議員定数 

 ①基本的な考え（常任委員会の人数、常任委員会の数） 

   ・一般的に言われている会議の適正人数７人±1人※を基準に考えるべきである。 

    ⇒委員全員同意見。共通認識をはかった。（19人～25人） 

    ※ [大正大学社会共生学部教授 江藤 俊昭, 令和 4年 2月] 

・・・「一常任委員会につき少なくとも７、８人を定数基準としたい。議論できる人数として６人は下

らないのではないだろうか。」 

 

・現在の庄原市の事業数から考えても、３常任委員会（総務・教育民生・企画建設）は

維持すべきである。 

⇒委員全員同意見。共通認識をはかった。 

 

 

   ・具体的な常任委員会の構成人数について 

    ⇒議会選出の監査委員を除外する条例は改定され、企画建設常任委員会が７名で構

成されなければならない要因はない。とするならば、他の常任委員会と同じく６

名とし、３常任委員会すべて必要最小限の６名で構成されるべきではないか。（19

人） 

       

②常任委員会からみる議員定数（案） 

 特別委員会では、検討する際に次の前提条件を付けて議員定数を検討した。 

 

■前提条件 

 〇総務常任委員会、教育民生常任委員会、企画建設常任委員会の３つは維持する事。 

    〇１常任委員会の構成人数は、７人±１人が適正である。 

〇議長は常任委員会・委員会・分科会にも所属しない。 

〇予算決算常任委員長は総務常任委員会から選出する。（仮定） 
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庄原市議会

（議長１人）

総務

常任委員会７人

教育民生

常任委員会６人

企画建設

常任委員会６人

予算決算

常任委員会19人

庄原市議会

（議長１人）

総務

常任委員会６人

教育民生

常任委員会５人

企画建設

常任委員会６人

予算決算

常任委員会17人

庄原市議会

（議長１人）

総務

常任委員会6人

教育民生

常任委員会６人

企画建設

常任委員会６人

予算決算

常任委員会18人

 

■議論した議員定数 

 

〇パターン１（議員定数 18名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※企画建設常任委員会から監査委員及び水道広域連合企業団議会議員を選出していること 

から議員負担の平準化を図るため、同委員会を 1名増とする考え方。 

 

〇パターン２（議員定数 19名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

〇パターン３（現状維持、議員定数 20名） 
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４．特別委員会としてのまとめ（令和６年２月） 

 議員定数については４つの視点で協議し、各項目の共通認識は次のとおりである。 

令和５年９月 26 日に提案された 17 名～20 名の４案に対して、18 名～20 名の３案に絞

り、参考人から意見を聴取することとした。 

各議員定数を選択した理由は表のとおりである。 

 

 【共通認識】 

４つの視点 共通認識 

①人口 類似する団体の平均議員定数は 18人であるが、本市は広大な面積

という特殊要因がある。 

②面積 本市は、面積は広大であり、可住地面積は少なく民家が点在して

いる。 

③常任委員会数 多様な意見を反映するため３常任委員会を維持する。 

各委員会には６名程度が必要である。 

１人の議員が複数常任委員会を兼務する事は好ましくはない。 

④財政 合併以後、一般会計の歳出規模は約 300 億円を維持しており、類

似する団体より歳出規模が大きい。 

※可住地面積・・・総面積から林野面積と主要湖沼面積を差し引いた面積 

 

【議員定数別意見】 

議員定数 理 由 

１８名 

・平成 25年からの 10年間で本市の人口は 7,000人減少している。 

・議員は市民の代表であり、人口が減少すれば議員定数は変わる。 

・人口や面積が類似する団体では、議員定数は概ね 18名である。 

１９名 

・市民の多様な意見を反映するためには、一定の議員数は必要で

ある。 

・人口が減少する中で、現行の議員定数を維持したことにより、選

挙が無投票になることは避けたい。 

・常任委員会で議論が進むには６名の構成が適当と言われており、

３つの常任委員会へ議長を加えた 19人が適当である。 

・委員会構成から必要最小限の人数で構成する 19 名が適切であ

る。 

・人口が３万人を切ることになれば、委員会数、複数委員会への所

属を議論することとなる。 

２０名 

・庄原市議会は３常任委員会を基本としているため、現数を維持

する。 

・本市は広大な面積を有しており、課題も多い。 

・定数を減少すれば、効率的に見られるがそうばかりではない。 

・現行の３常任委員会で、企画建設常任委員会は監査があるため、

１名の増の７名。 それに議長が加わり 20名が適切である。 

 ただし、付帯決議として人口が３万人切れば、議員定数を減少

することを加える。 
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第７ 議員報酬の審議 

１．議員報酬とは 

   議員報酬は、地方自治法第 203 条に「その議会の議員に対し議員報酬を支給しなけれ

ばならない」と定められ、「その額及び支給方法は、条例で定める」とされているが、報

酬額の法令上の基準は存在しない。議員報酬を考える場合に、以下の点を確認する必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

    

   

議員報酬は、「非常勤の職員」の報酬とは異なり、議員に期末手当を支給することがで

きる。また、「非常勤の職員」の報酬は、原則的には「その勤務日数に応じてこれを支給

する」が、議員はそうではなく月額報酬も可能である。議員報酬は、給与ではなく役務

（サービス）の対価である。議員報酬は生活給ではないが、活動量の増大は、生活給的

な額が必要ということも内包している。   

 

 

２．本市における議員報酬の推移 

 本市の議員報酬は、特別職報酬等審議会において、直近では以下のとおり審議され条

例が改正された。 

   特別職報酬等審議会とは、地方自治法第 138 条の４第３項の規定に基づき、市長の諮

問に応じて議員報酬額に関する事項等を審議するため、設置する市長の付属機関である。

市長は、議員報酬に関する条例を議会に提出するときは、あらかじめ当該審議会の意見

を聴くものとされている。 

 

  【特別職報酬等審議会の答申】 

諮問・答申年月日 答申内容 

平成７年８月 21日諮問 

→ 平成 7年９月 11日答申 

一般職の給与の改定状況、中国地方の類似

都市の状況、県内各都市の状況、近隣市町

村の状況及び今日の社会情勢等も勘案し

ながら慎重な検討を加えた。 

 他市の報酬改定状況、職員の給与の推移

を考慮し改定するよう答申。 

（現行の報酬額） 

平成 24年３月 29日諮問 

→ 平成 24年７月６日答申 

現行据置 

    

 

[大正大学社会共生学部教授 江藤 俊昭, 令和 4年 2月] 

①住民が議員になるために報酬が必要だという認識に基づいている。 

②議員は、名誉職でもなければ、「非常勤の職員でもない」。「住民自治の根幹」を担 

う議員が恒常的に活動できる条件として位置づけなければならない。 

③地域経営において重要な役割を担う議員の条件であるがゆえに条例で定める。「お

手盛り」を避けるために、住民の意向を踏まえた条例制定となっている（自治省通

達） 
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【議員報酬の推移】 

 

３．議員報酬の算定方式 

  (１)比較方式 

・議員報酬の額を他団体や職員給与等と比較し、議員報酬額を導き出す方式 

  ・本市の特別職報酬等審議会は、職員給与と比較している。 

  ・全国市議会議長会では「課長制を施行している市にあっては、課長級に相当する額を

もって議員の報酬基準額とすること」は、議員報酬額を職員給与に身分として連動さ

せるわけではなく活動量の共通性を念頭においたものであろう（都道府県議会議員の

報酬基準として自治省が知事に出した内かんも同様）  

  (２)原価方式 

  ・議員の活動量を首長の活動量と比較し、その割合を首長の給料に乗じて議員報酬額を

算定する方式 

 (３)収益方式 

  ・成果重視により、議員報酬額を算定する方式。ただし、算定方法は確立されていない。 

 

４．議員活動の変化、議員報酬に対する考え 

  (１)社会情勢の変化 

  ・人口減少が進む中で、議員の担い手が不足している。 

  ・議員報酬は、議員のためだけでの議論ではなく、住民自治にとって重要である。 

・総務省統計局の家計調査年報（令和５年 12月）によると、２人以上の世帯のうち勤労

者世帯の世帯主の定期収入は 368,699円である。 

・2020 年基準消費者物価指数（総務省令和 5 年 4 月 21 日公表）は、2020 年を 100 とし

て近年上昇している。また、2011年度と比較しても 8.6％上昇している。 

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

総合指数 94.7 94.6 94.4 95.2 98.0 98.2 98.2 98.9 99.6 100.1 99.9 100 103.2 

  (２)議員活動の変化 

  ・議会改革を踏まえ、議員の活動量は増加してきている。 

・議会活動が増えると兼業が難しく、議員報酬が低いことがなり手不足の一因となって

いる。 

  

５．特別委員会が考える議員報酬の算定方式 

   ・議員報酬は、議会活動及び議員活動内容を踏まえた議員報酬額とすべきである。 

   ・議員報酬算定については、原価方式により算定し、参考人の意見も踏まえたうえで、 

   議員報酬を判断する。 

  ・議長を通じ、資料を添えて市長へ特別職報酬等審議会に諮問をするよう依頼する。 

 昭和 59年 昭和 61年 昭和 62年 平成 2年 平成 4年 平成 7年 平成 17年 

議長 260,000 270,000 295,000 330,000 365,000 410,000 

 

合
併
以
後
も
旧
庄
原

市
の
議
員 

報
酬
を
引

き
継
ぐ 副議長 235,000 245,000 265,000 290,000 320,000 355,000 

委員長 225,000 230,000 250,000 273,000 303,000 335,000 

副委員長 222,000 227,000 245,000 268,000 298,000 330,000 

議員 220,000 225,000 242,000 265,000 295,000 325,000 
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※庄原市長の報酬は 86万円 

 ■原価方式の算定式 

[大正大学社会共生学部教授 江藤 俊昭, 令和 4年 2月]から引用 

 

議会活動 

 ①本会議・委員会・協議調整の場・派遣                     日 

   ア 本会議   

   イ 常任委員会 

   ウ 特別委員会 

   エ 議会運営委員会 

   オ 協議調整の場（議員全員協議会等） 

   カ 議員派遣 

   キ 委員派遣 

 

②法定外協議会・市民との対話等                        日 

   ア 法定外会議（任意協議会、会派代表者会議、議員懇談会）  

   イ 議会としての住民対話（市民と語る会、意見交換会等） 

   ウ 研修会への出席（政務活動） 

   エ 他の自治体からの視察受け入れ対応 

   オ その他の議会活動 

 

 議員活動 

 ③日常の議員活動            平均活動月時間→活動日数→      日     

   ア 上記①、②に付随する活動（議案の精読・作成・提出、一般質問・質疑・討論 

準備、各種報告書の作成、議会活動に係る調査・研究等） 

   イ 議員としての住民対話（請願・陳情対応、住民からの相談、情報収集、広報活動） 

   ウ 当該市や各種団体主催の公的行事への出席 

   エ その他の議員活動 

                   ①＋②＋③＝活動日数 合計     日（④） 

 

首長の職務遂行日数 

  年間３６５日 － ６０日（土日、国民の祝日１２０日÷２）＝３０５日  

 

議員報酬の算定式 

議会・議員の活動日数  日(④) 

――――――――――――――― × 首長の給料※    円＝議員報酬額     円              

首長の職務遂行日数  ３０５日 
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６．本市の議員の議会活動と議員活動 

  (１)議員の議会活動は、1人あたり 77日である。（原価方式計算式の①＋②） 

 

【令和５年庄原市議会の会議日数】 

会議名 年間回数 １人あたりの日数 人数等 

本会議・臨時会 23 23.00 20人 

議会運営委員会 28 4.40 6名＋正副議長 

総務常任委員会 20 
 

22.67 

6人 

教育民生常任委員会 30 6人 

企画建設常任委員会 18 7人 

予算決算常任委員会 15 2 19人 

特別委員会 12 2.4 6名＋正副議長 

議員全員協議会 16 10.00 20人 

広報委員会 8 1.00 6人 

市民と語る会 22 5.50 20人 

議員研修会 1 1 20人 

政務活動 93 5.47 17人が活用 

消防組合会議 5 0.25 1人 

後期高齢者医療広域連合議会 1 0.05 1人 

水道広域連合企業団議会 5 0.25 1人 

合計 297 77.99日 
⇒原価方式計算式①＋②の

日数 

 ※開催日時が重複するものについては、重複日を除いて日数を算出した。 

 

  (２)議員の議員活動は、1人あたり 111日である。 

   議員活動アンケートにより月の議員活動時間から年間の活動日数を求めた。議員 20名

の活動時間に差があるため、月平均ではなく、月中央値が１人あたりの適切な活動時間

と考え、それから 1人あたりの活動日数を求めた。 

 

【議員活動日数】 

活動項目 月平均（ｈ） 月中央値（ｈ） 年の活動日数 

議会活動に付随する用務 51.5 40 60日 

公的行事への出席 12.5 9.5 14.25日 

地域行事への出席 8.9 6.5 9.75日 

市民からの相談・要望対応 20.0 16 24日 

会派活動 13.6 2.5 3.75日 

その他の活動 9 0 0日 

合計 116 74.5 111.75日 

※議員活動時間及び日数は、令和５年活動実績から令和６年１月に再度アンケートを実施した。 
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７．特別委員会が考える議員報酬額 

   原価方式の算定にあたり、議員活動日数（年間 111日／1人）について、重複分がある

ため、その日数の 50％～60％とし３案を試算した。その試算を基に、議長、副議長の報

酬額は倍率方式により、委員長、副委員長は役職加算を加え報酬額一覧表を算出した。 

   また、１案から３案の議員報酬に基づき、年間の影響額を算出した。 

なお、議員報酬については、国から地方交付税として一定額は財政支援措置がある。 

 

【試算表】 

  

【報酬額一覧（案）】                            単位：円 

   

試

算 

議会活動 

（①＋②） 

議員活動 

③ 

活動日数 

④ 
議員報酬額 備考 

― ７７日 １１１日 １８８日  試算前の本来の活動日数 

試

算

１ 

７７日 ６６日 １４３日 403,213円 

議員活動は、本会議日数等から 77

日と算出。 

議員活動は、議員活動アンケート

の月活動時間の中央値から年間活

動日数 111日を算出し、その 60％

（重複等を除くため）を見込んだ。 

試

算

２ 

７７日 ６１日 １３８日 

 

 

 

389,256円 

議員活動は、本会議日数等から 77

日と算出。 

議員活動は、議員活動アンケート

の月活動時間の中央値から年間活

動日数 111日を算出し、その 55％

（重複等を除くため）を見込んだ。 

試

算

３ 

７７日 ５６日 １３３日 373,607円 

議員活動は、本会議日数等から 77

日と算出。 

議員活動は、議員活動アンケート

の月活動時間の中央値から年間活

動日数 111日を算出し、その 50％

（重複等を除くため）を見込んだ。 

 議長 副議長 議員 委員長 副委員長 備考 

現行 410,000 355,000 325,000 335,000 330,000 議会運営委員

会正副委員長

も同様に扱う 
１案 507,000 439,000 403,000 413,000 408,000 

２案 490,000 424,000 389,000 399,000 394,000 

３案 469,000 406,000 373,000 383,000 378,000 

 1.26倍 1.09倍  10,000円加算 5,000円加算 
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【影響額】   

１ 案 ①議員報酬                                                  単位：円 

 報酬月額 報酬年額 期末手当 年額報酬  報酬月額 報酬年額 期末手当 年額報酬 備考 

議長 410,000  4,920,000  2,121,750  7,041,750   507,000  6,084,000  2,623,725  8,707,725  1名 

副議長 355,000  4,260,000  1,837,125  6,097,125   439,000  5,268,000  2,271,825  7,539,825  1名 

委員長 335,000  4,020,000  1,733,625  5,753,625   413,000  4,956,000  2,137,275  7,093,275  4名 

副委員長 330,000  3,960,000  1,707,750  5,667,750   408,000  4,896,000  2,111,400  7,007,400  4名 

議員 325,000  3,900,000  1,681,875  5,581,875   403,000  4,836,000  2,085,525  6,921,525  10名 

合計 6,675,000  80,100,000  34,543,125  114,643,125   8,260,000  99,120,000  42,745,500  141,865,500   

差額         27,222,375  

      ②議員共済会負担金差額                                             5,625,600円                                               

       影響額合計                                                   32,847,975円 

 

２ 案 ①議員報酬                                                  単位：円 

 報酬月額 報酬年額 期末手当 年額報酬  報酬月額 報酬年額 期末手当 年額報酬 備考 

議長 410,000  4,920,000  2,121,750  7,041,750   490,000  5,880,000  2,535,750  8,415,750  1名 

副議長 355,000  4,260,000  1,837,125  6,097,125   424,000  5,088,000  2,194,200  7,282,200  1名 

委員長 335,000  4,020,000  1,733,625  5,753,625   399,000  4,788,000  2,064,825  6,852,825  4名 

副委員長 330,000  3,960,000  1,707,750  5,667,750   394,000  4,728,000  2,038,950  6,766,950  4名 

議員 325,000  3,900,000  1,681,875  5,581,875   389,000  4,668,000  2,013,075  6,681,075  10名 

合計 6,675,000  80,100,000  34,543,125  114,643,125   7,976,000  95,712,000  41,275,800  136,987,800   

差額         22,344,675  

      ②議員共済会負担金差額                                            4,219,200円 

      影響額合計                                               26,563,875円 
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３ 案 ①議員報酬                                                   単位：円 

 報酬月額 報酬年額 期末手当 年額報酬  報酬月額 報酬年額 期末手当 年額報酬 備考 

議長 410,000  4,920,000  2,121,750  7,041,750   469,000  5,628,000  2,427,075  8,055,075  1名 

副議長 355,000  4,260,000  1,837,125  6,097,125   406,000  4,872,000  2,101,050  6,973,050  1名 

委員長 335,000  4,020,000  1,733,625  5,753,625   383,000  4,596,000  1,982,025  6,578,025  4名 

副委員長 330,000  3,960,000  1,707,750  5,667,750   378,000  4,536,000  1,956,150  6,492,150  4名 

議員 325,000  3,900,000  1,681,875  5,581,875   373,000  4,476,000  1,930,275  6,406,275  10名 

合計 6,675,000  80,100,000  34,543,125  114,643,125   7,649,000  91,788,000  39,583,575  131,371,575   

差額         16,728,450  

    ②議員共済会負担金差額                                             3,516,000円 

      影響額合計                                                20,244,450円 
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８．県内各市及び中国地方各市の議員報酬（参考資料） 

 

参考として県内市の議員報酬は下記の表のとおりである。近年では、廿日市市が   

平成８年以来 20 年振りに平成 29 年４月から議員報酬２万円を増額している。 

   また、中国地方の各市の議員報酬（令和４年 12 月末時点）は、次頁のとおりで  

ある。 

   平成 23 年 12 月末と令和４年 12 月末を比較すると、３万人未満の市では平均

３％（最下行のＡのみ平均、比較欄参照）の増額となっている。  

なお、新見市の議員報酬は、令和６年３月議会で 33 万円から 36 万円に増額され  

た。（令和７年４月の改選期から施行）  

 

【県内市の議員報酬】                      単位：月額、円 

 

 

 

 

 

議長 副議長 
常任委員

会委員長  

常任委員

会副委員

長  

議員 適用年月 

広島市 1,060,000 930,000 ― ― 860,000 1996 年 1 月～ 

福山市 765,000 685,000 ― ― 635,000 1997 年 4 月～ 

呉市 660,000 600,000 560,000 555,000 550,000 2011 年 5 月～ 

東広島市 560,000 507,000 ― ― 460,000 2009 年 4 月～ 

尾道市 520,000 480,000 ― ― 450,000 2009 年 4 月～ 

廿日市市 520,000 480,000 ― ― 440,000 2017 年 4 月～ 

三原市 530,000 475,000 ― ― 428,000 2005 年 3 月～ 

府中市 477,000 433,000 ― ― 400,000 2001 年 6 月～ 

三次市 454,000 407,000 387,000 376,000 371,000 2004 年 4 月～ 

大竹市 473,000 422,000 385,000 375,000 370,000 1996 年 10 月～ 

竹原市 440,000 395,000 367,000 360,000 355,000 2001 年 4 月～ 

庄原市 410,000 355,000 335,000 330,000 325,000 2005 年 3 月～ 

江田島市 410,000 355,000 ― ― 325,000 2014 年 4 月～ 

安芸高田市 410,000 355,000 ― ― 325,000 2004 年 12 月～ 
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第８ 参考人の意見 

 
  議員定数及び議員報酬の調査、見直しに当たっては、「市民の意見を聴取するため、 

参考人制度、公聴会制度等を十分に活用するものとする」と、庄原市議会基本条例に 

定めている。令和６年２月に、特別委員会において参考人 21 名を選出し、書面による 

意見の聴取を行った。 

  なお参考人には、それまでの審議結果をまとめた資料などを配布し、意見記述の参 

考としていただいた。 

 

１．議員定数 

 

     

回答項目 回答人数 

18人 ８ 

19人 ５ 

20人 ４ 

※その他 ４ 

 

※16 人 

※16～19 人 

※17 人以下 

※報酬総額に連動させる 

 

 

18 人とした方の主な意見 

・他市町との人口等と比較し、２減の 18 人が適当である。（人口減少） 

・市の財政が逼迫しており 18 人で良いのではないか。 

・議会議決において議長を除く議員数は奇数が望ましいと考える。 

・議員の人数が減った方が、住民対話が充実すると思う。 

 

19 人とした方の主な意見 

・常任委員会の適正な運営を重要視し 19 人以上とするべきと考える。 

・常任委員会の人数が最低各６名必要なようなので、その人数を確保するべき。 

・人口は減少しているが、市の面積が広いので１名減が適当かと思う。 

〇意見を求めた事項 

議員定数について、18 人、19 人、20 人の３案を検討しています。貴方が適当

と思われる議員定数とそれを選択した理由についてご意見をください。  



第８ 参考人の意見 

29 

 

 

20 人とした方の主な意見 

・庄原市の市域が広範囲であるため、20 人で各地域に根付いた対応をして頂きたい。 

・市政に何が一番必要か、課題は何でどのように市政に反映してもらえるかを注目してい  

る。今の定数でしっかり頑張ってほしい。 

・地域の問題点を議会へ持って上げる人数は多い方がよいと感じる。議員の人数を減らす 

ことは、庄原市議会の衰退につながるのではないか。 

 

その他とした方の主な意見 

・議員一人ひとりが年間 180 日で済むような議員活動ではなく、もっと市や地域のために 

できることがあるのでは。 

・議員数が多いことによって、一人ひとりの議員の責任感が薄いと受け取れるような言動 

が目立つ議員が少なくない。 

・現時点の状況で考えるのではなく、10 年後、20 年後、30 年後のスパンで考えるべき。 

 

■議員定数に関する参考人意見の考察 

  ８名の参考人が定数「18 人」と回答されたほか、その他を加えると 17 名の参考人が現  

在の議員定数から１人～４人減が適当であると回答されている。その主な理由は、本市の  

人口が減少していることとされており、財政状況からも定数減とするべきとの意見もあっ  

た。 

  一方、４名の参考人が定数「20 人」と回答されており、その理由は、本市の市域が広域  

であるため、現在の定数で地域に根付いた対応をしてもらいたい、議員の人数を減らすこ  

とは庄原市議会の衰退につながるのでは、というものであった。 
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２．議員報酬 

  

 

 

回答項目 回答人数 

１案 ６ 

２案 ５ 

３案 ７ 

現行のとおり １ 

※その他 ２ 

 

※議  長 430,000円 

副議長 385,000円 

議  員 345,000円 

※10～20万円 

 

１案とした方の主な意見 

・それなりの報酬できちんと仕事をして頂きたい。若い人の参画も必要と考える。 

・庄原市は議員の仕事範囲が他市町に比べて広いので、議員が生活できるだけの報酬は

払われてもよいと思う。 

・庄原市運営のため尽力して頂いている中で、議員活動が主体となるため報酬は多くて

もかまわないと思う。 

 

２案とした方の主な意見 

・議員報酬を上げて議長、副議長、議員一人ひとりのスキルアップを期待したい。 

・他地域と比較し、少ないのではないかと感じた。 

・近年、議員報酬の額が低いために人気がないと聞くことがあり、総合的に２案とし 

た。 

〇意見を求めた事項 

議員定数及び議員報酬調査特別委員会では、現行の議員報酬は 

議長 410,000 円、副議長、365,000 円、議員 325,000 円ですが、議員の活動時間によ

り市長報酬に対する割合から報酬を算出する原価方式から、改正案として 

     １案 議長 507,000 円、副議長 439,000 円、議員 403,000 円 

２案 議長 490,000 円、副議長 424,000 円、議員 389,000 円 

３案 議長 469,000 円、副議長 406,000 円、議員 373,000 円 

とする案をまとめました。これについて、貴方のご意見をください。  
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３案とした方の主な意見 

・ベテランの議員も必要ではあるが、若手議員の割合が多い程その議会は活発なものに

なると思える。議員報酬は生活できる程度は必要。第３案は市職員の45歳係長に相当

することから第３案が適当と思える。 

・地方議員のなり手不足という観点からも議員報酬の増額は妥当であると思うが、今回

の見直し額は市民感情からすると大幅な増額と感じられるので、３案を選択した。 

・市の財政状況を考えると３案が妥当と思う。 

 

現行のとおりとした方の意見 

・議員報酬を上げることは、財政問題などから市民の理解は得られないと思う。また、

市長報酬との比較案は、市長と議員では仕事内容も違うので比較にはならないと思

う。 

 

その他とした方の主な意見 

・他市を参考にすると、議長430,000円、副議長385,000円、議員345,000円を提案する。

原価方式は上げ幅が大きすぎる。 

・市長の報酬額を基準にするのは妥当ではないと思う。議員の中にも、報酬をまるで生

活給のように論じる人がいるが、基本を間違えて理解されていると言わざるを得な

い。議員の都合や利益を優先したような内容ではなく、現実を直視した真に庄原市の

未来にとって望ましい結論に至ることを期待する。 

 

■議員報酬に関する参考人意見の考察 

  その他提案を含めると、21 名の参考人の内、19 名の参考人が現在の報酬額から増額と

回答されている。若手議員の参画や議員のなり手不足という視点から、報酬の増額は妥当

であるといった意見や、今回特別委員会から示された案は、市民感情からすると大幅な増

額と感じられるとの意見があった。 

  現行の報酬額とした参考人からは、財政問題などから増額することに市民の理解を得ら   

れないとの意見があったほか、10～20 万円の報酬額が適当と回答した参考人からは、議員  

報酬を生活給と考えるべきではないとの意見があった。 
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第９ 調査結果 

 １．議員定数 

  結論：庄原市議会の議員定数は１９名が適当である。 

 

   特別委員会での調査結果および参考人意見聴取を踏まえ、意見交換をした上で、特別委

員会としての結論を委員７名（委員長を含む）による多数決で決することとした。 

表決の前の各委員の意見では、「市民の意見を広く聴取するためにも議員定数は現状維持

が妥当である」、「議員定数を減らすべきとした参考人の意見を軽視できない」、「調査の結

果、本市予算歳出の審査機能を現状維持できる最小人数で構成すべきである」などの意見

も出された。 

結果は議員定数 20 名に３票、議員定数 19 名に３票の同票となり、委員長裁決により特

別委員会として、議員定数は 19 名が適当であるとの結論に至った。 

 

２．議員報酬 

 結論：庄原市議会議員報酬は現在の報酬額から増額されることが望ましい。 

 

議員報酬については、参考人の意見は概ね増額であったこと、特別職報酬等審議会に諮

る必要があることから原価方式により算定した議員報酬額３案の採決までは行わず、特別

委員会では議員報酬額を定めず、これまでの調査資料と参考人からの意見を示すことにと

どめ、議長から市長に特別職報酬等審議会への諮問を要請することとした。 

なお、全国市議会議長会においては、若者や女性、会社員など多様な人材の市議会への

参画を促し議会を活性化することは、喫緊の課題であると捉え、「小規模市の議員報酬の引

上げ等を促進する財政支援」を令和５年 11 月に可決している。 

 

 

第 10．おわりに 

 

特別委員会では、市民アンケート並びに参考人意見聴取などの市民参画をいただき、議員

定数は庄原市議会としてのあるべき定数について、４つの視点から検討を行った。議員報酬

については算出根拠を議論し、議員活動に基づいた原価方式により算出するとした。 

 

多面的に考察する中で、本市は人口減少が進んでいること、西日本以西で最大の面積を有

することなどから、将来を見据えた適正な議員定数ついて委員間での意見は拮抗し、本市が

抱える課題に向き合うこととなった。また議員報酬については、議会活動及び議員活動内容

を踏まえた報酬額にすべきとの観点から、首長の活動量と比較し、その割合を首長の報酬額

に乗じて報酬額を算出する原価方式にあてはめることによって、議員報酬の算出に一定の根

拠を示すことができた。しかし、議員活動は各議員によって活動状況が異なることから、今

回は活動日数の中央値をもとに試算をすることとしたが、活動日数を一律に積算することが

できないなどの課題が判明した。 
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議員定数については、今後、本会議において条例の一部改正案が発議、討論、採決が行わ

れることとなるが、特別委員会の報告に基づく議員間での討論を注視したい。また議員報酬

については、議長から市長に特別職報酬等審議会への諮問を要請し、当該審議会での議論と

判断を注視したい。 

 

最後に、アンケート調査にご協力を頂いた市民の皆さま、市民と語る会や参考人として貴

重なご意見をお寄せ頂いた皆さまに心から感謝を申し上げるとともに、二元代表制の趣旨を

踏まえ、庄原市議会基本条例に基づく活動を通して、さらなる市民福祉の向上と市政の発展

のために努めていくことを示し、特別委員会の中間報告とする。 

 

 

資料 

・類似する団体の議員定数資料は 34 頁～36 頁に掲載 

 ・特別委員会資料は別冊  
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